
問

新
学
校
給
食
セ
ン
タ

ー
の
整
備
に
つ
い
て
、
議

会
へ
の
主
要
事
項
説
明
会

で
は
、
献
立
作
成
、
食
材

調
達
な
ど
は
引
き
続
き
行

政
が
担
当
し
、
調
理
は
、

直
営
・
民
間
委
託
方
式
の

い
ず
れ
か
の
場
合
で
も
適

切
な
運
営
は
可
能
と
し
、

事
業
方
式
は
、
財
政
縮
減

効
果
が
最
も
高
い
Ｐ
Ｆ
Ｉ

方
式
を
採
用
予
定
と
説
明

が
あ
っ
た
。

ま
た
、
一
括
発
注
方
式

の
委
託
は
、

年
間
で
最

15

大

・
９
億
円
の
削
減
効

10
果
が
期
待
さ
れ
る
と
し
、

最
終
的
な
検
討
結
果
は
、

調
理
業
務
は
長
期
的
な
コ

ス
ト
が
有
利
な
点
を
考
慮

し
、
委
託
方
式
を
選
定
す

る
と
結
論
づ
け
て
い
る
。

か
ね
て
よ
り
学
校
給
食

の
安
定
的
な
供
給
や
、
安

全
性
、
質
の
確
保
を
図
る

こ
と
が
で
き
な
い
状
況
を

招
く
お
そ
れ
が
あ
る
こ

と
、
ま
た
子
ど
も
の
権
利

保
障
の
観
点
か
ら
も
問
題

が
あ
る
こ
と
を
、
何
度
か

指
摘
し
た
。

維
持
管
理
の
長
期
契
約

に
よ
り
、
運
営
側
と
維
持

管
理
側
の
責
任
範
囲
が
曖

昧
に
な
る
可
能
性
が
あ
る

こ
と
も
懸
念
し
て
い
る
。

今
ま
で
の
直
営
方
式
か

ら
民
間
委
託
へ
の
転
換
に

よ
っ
て
、
貴
重
な
人
材
が

失
わ
れ
な
い
の
か

教
育
部
長

こ
れ
ま
で
調

理
員
の
間
で
継
承
さ
れ
て

き
た
技
術
や
工
夫
が
学
校

給
食
を
支
え
て
き
た
こ
と

と
承
知
し
て
い
る
。

職
員
が
培
っ
て
き
た
ノ

ウ
ハ
ウ
や
様
々
な
工
夫

を
、
新
セ
ン
タ
ー
に
お
い

て
も
継
承
で
き
る
よ
う
、

詳
細
な
指
示
書
な
ど
の
形

で
体
系
化
す
る
な
ど
、
必

要
な
対
応
を
検
討
し
、
確

実
な
継
承
・
定
着
に
努
め

る
。調

理
に
従
事
す
る
技
能

士
は
、
新
セ
ン
タ
ー
稼
働

後
も
、
市
職
員
と
し
て
学

校
技
能
士
や
保
育
園
の
調

理
員
な
ど
と
し
て
配
置

し
、
安
心
し
て
働
き
続
け

ら
れ
る
環
境
を
整
え
て
い

く
。会

計
年
度
任
用
職
員
に

つ
い
て
も
、
雇
用
の
継
続

や
処
遇
に
つ
い
て
の
相
談

に
応
じ
、
適
切
に
対
応
す

る
。現

在
策
定
を
進
め
て
い

る
基
本
計
画
案
は
、
昨
年

度
寄
せ
ら
れ
た
意
見
や
今

年
度
実
施
し
た
学
校
給
食

・
食
農
教
育
推
進
本
部
会

議
で
の
協
議
を
踏
ま
え
、

調
整
し
て
お
り
、
４
月
に

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
を

実
施
す
る
。
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新つるおかHP

３
月
５
日
に
行
わ
れ
た
鶴
岡
市
議
会
一
般
質
問
で
、

日
本
共
産
党
の
長
谷
川
剛
議
員
は
、
①
学
校
給
食
セ
ン

タ
ー
事
業
、
②
投
票
率
向
上
、
③
ご
み
の
減
量
と
リ
サ

イ
ク
ル
に
つ
い
て
、
取
り
上
げ
ま
し
た
。

新
給
食
セ
ン
タ
ー
民
営
化
や
め
よ

問

選
挙
公
報
が
配
布
さ

れ
な
い
地
域
が
出
て
い
る

が
、
選
挙
管
理
委
員
会
と

し
て
ど
の
よ
う
に
認
識

し
、
対
応
策
を
聞
く
。

選
挙
管
理
委
員
長

学
区

地
区
の
市
街
地
で
は
業
者

委
託
に
よ
り
、
郊
外
地
区

と
藤
島
・
羽
黒
・
櫛
引
・

朝
日
・
温
海
の
各
地
域

は
、
地
区
住
民
組
織
と
町

内
会
を
通
じ
て
届
け
て
い

る
。選

挙
公
報
が
届
か
な
い

際
は
、
速
や
か
に
配
布
す

る
な
ど
し
て
万
全
を
期
し

て
い
る
。

問

期
日
前
投
票
者
数
が

３
割
近
く
に
上
る
中
で
、

特
に
市
役
所
の
投
票
所
が

混
雑
し
、
中
に
は
行
列
を

見
て
投
票
を
諦
め
た
と
い

う
人
も
い
た
。

歩
行
が
困
難
な
高
齢
者

か
ら
は
、
手
す
り
の
設
置

投
票
率
向
上
に
向
け
て
の
方
策
は

や
段
差
の
解
消
な
ど
、
投

票
所
の
更
な
る
バ
リ
ア
フ

リ
ー
化
を
求
め
る
声
も
出

さ
れ
て
い
る
。

投
票
率
の
向
上
や
、
有

権
者
か
ら
の
要
望
に
ど
う

応
え
て
い
く
の
か
。

選
挙
管
理
委
員
長

先
の

衆
議
院
選
挙
で
は
、
期
日

前
投
票
者
２
万
８
１
２
８

人
の
う
ち
１
万
６
５
５
０

人
、

・
８
％
も
の
有
権

58

者
が
市
役
所
１
階
の
期
日

前
投
票
所
を
利
用
し
た
。

特
に
投
票
日
が
近
づ
く

に
つ
れ
て
混
雑
す
る
時
間

帯
が
増
え
、
長
蛇
の
列
も

し
ば
し
ば
見
ら
れ
る
状
況

と
な
っ
て
い
る
。

当
面
は
、
混
雑
情
報
の

提
供
や
、
地
域
庁
舎
の
期

日
前
投
票
所
利
用
を
広
く

呼
び
か
け
、
で
き
る
だ
け

分
散
化
を
図
り
た
い
。

（
２
面
に
つ
づ
く
）

農
業
・
農
村
を
守
り
発
展
さ
せ
る
た
め
に
質
問

▽
３
月

日
、

12

任
期
中
最
後
の

農
林
水
産
常
任

委
員
会
質
問
。

①
鳥
獣
被
害
対

策
で
農
業
者
の
対
策
費
用
や
手
間
の
軽

減
、
補
助
事
業
の
採
否
決
定
ま
で
の
期

間
短
縮
等
図
る
べ
き
。

農
村
計
画
調
整
主
幹

約
１
千
万
円
予

算
を
増
や
し
た
。
こ
れ
ま
で
の
市
町
村

へ
の
補
助
を
市
町
村
の
鳥
獣
被
害
防
止

対
策
協
議
会
に
支
援
す
る
形
に
し
て
拡

充
し
た
。
期
間
の
短
縮
も
図
る
。

②
農
作
業
で
の
事
故
の
状
況
と
対
策

農
業
技
術
環
境
課
長

令
和
６
年
度
重

大
事
故
は

件
、
内
死
亡
事
故
１
件
。

17

年
前
か
ら
ほ
ぼ
横
ば
い
。

10関

農
業
者
減
少
の
中
で
の
横
ば
い
。

異
常
気
象
で
熱
中
症
が
増
え
た
の
で
は

農
業
技
術
環
境
課
長

熱
中
症
救
急
搬

送
は
令
和
７
年

人
。
内
７
月
に

人
。

22

11

関

科
学
的
な
熱
中
症
対
策
強
化
を
。

③
農
振
水
産
分
野
で
の
県
男
女
共
同
参

画
計
画
の
取
り
組
み
は

農
政
企
画
課
長

ⅰ
女
性
農
業
者
の
営

農
プ
ラ
ン
策
定
は
令
和
６
年
度
目
標1

0

8

件
に
対
し127

件
。
ⅱ
家
族
経
営
協
定

締
結
農
家
数
は
同1043

件
に10609

件
。

ⅲ
農
業
委
員
の
女
性
割
合
は
６
年
度
末

総
数487

名
に
女
性69

名
、14.2%

。
全

国1
4
.
4
%

。
こ
の
他
、
国
の
指
標
で
、

ⅰ
農
協
役
員
の
女
性
割
合
は
総
数3

4
5

名
に
対
し3

2

名
で3

%

、
全
国1

0
.
7
%

。

土
地
改
良
区
理
事
総
数4

6
7

名
に1

9

名

で4
.
1%

。
全
国
は2.6%

。

④
女
性
を
活
か
す
総
合
的
取
り
組
み
が

求
め
ら
れ
る
。
今
年
は
国
際
女
性
農
業

従
事
者
年
。
県
と
し
て
情
報
発
信
を
。

農
政
企
画
課
長

関
係
機
関
と
連
携
し

て
ど
う
い
っ
た
形
で
で
き
る
か
考
え
る

⑤
資
機
材
、
肥
料
や
農
薬
等
が
高
騰
。

循
環
型
農
業
の
推
進
を

農
業
技
術
環
境
課
長

物
価
高
騰
、
カ

ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
の
観
点
か
ら

重
要
性
を
再
認
識
し
、
し
っ
か
り
進
め

る
。

（
県
議

関

徹
）



（
１
面
の
つ
づ
き
）

期
日
前
投
票
所
の
増
設

は
、
開
設
場
所
や
事
務
従

事
者
の
確
保
等
の
課
題
も

あ
り
、
慎
重
に
検
討
し
て

い
く
。

投
票
所
の
更
な
る
バ
リ

ア
フ
リ
ー
化
は
、
施
設
の

建
築
年
次
も
異
な
り
、
そ

の
形
態
も
一
様
で
な
く
、

必
要
な
改
善
箇
所
に
つ
い

て
は
施
設
管
理
者
に
相
談

す
る
。

自
動
車
を
利
用
し
た
移

動
投
票
所
の
設
置
予
定
は

な
い
が
、
今
後
、
人
口
減

少
に
よ
る
投
票
所
の
設
置

箇
所
も
課
題
と
な
っ
て
い

る
の
で
、
先
行
事
例
を
研

究
し
、
今
後
の
方
向
性
を

定
め
て
い
き
た
い
。

２０２６年３月議会　賛否が分かれた議案　（○賛成　●反対　退:退席）

会派 無 共産党
市民と歩

む会

希望のつ

どい
公明党 創政クラブ

草 石 田 五 佐 中 阿 今 黒 大 三 竹 北 伊 鈴 渡 清 岡 金 佐 佐 尾 本 五

島 井 中 十 藤 沢 部 野 井 野 原 内 山 藤 木 部 野 崎 内 藤 藤 形 間 十

進 清 　 嵐 麻 深 　 祥 浩 誠 大 秀 武 麻  智 康 克  久 昌 昌 新 嵐

一 則 宏 一 里 雪 寛 子 之 一 輔 一 徳 衣 聡 也 子 己 理 樹 哉 彦 兵 一

加 長 坂 菅

藤 谷 本 井

鉱 川 昌 　

一 剛 栄 巌

明 子 衛 彦

公共施設の使用料等の値上げに係る条例改正 ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○● ● ● ● 議
長令和８年度鶴岡市一般会計予算 ● ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○● ● ● ●

先端研究産業支援センター入居企業の貸室等使用料の値上げ ○ ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ○ ○ ○

鶴岡市長選挙における市職員の選挙関与に関する調査委員会の

設置を求める請願
○ ○ ○ ○ ● 退 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ○ ○ ○

早急な普天間基地の危険除去実現のために辺野古移設の中止を

国に求める意見書の提出に関する請願
○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ○ ○ ○

食糧法の見直し中止と国の責任による主食の安定供給を求める

意見書提出に関する請願
○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ○ ○ ○

武器輸出三原則の堅持及び武器輸出の絶対禁止を求める意見書 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●○ ○ ○ ○

子ども・子育て支援金を上乗せする国民健康保険・後期高齢者

医療の令和８年度特別会計予算
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○● ● ● ●

差額室料・各種証明書等文書手数料の引き上げを含む令和８年

度病院事業会計予算
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○● ● ● ●

ご
み
の
減
量
と
リ
サ
イ
ク
ル
の
推
進
は

問

本
市
の
ご
み
の
総
排

出
量
や
、
１
人
１
日
当
た

り
の
家
庭
ご
み
の
排
出
量

は
減
少
傾
向
だ
が
、
国
や

県
の
平
均
よ
り
高
い
状
態

だ
。子

ど
も
会
等
で
の
集
団

回
収
は
、
人
口
減
少
や
リ

サ
イ
ク
ル
の
多
様
化
に
よ

り
減
少
し
て
い
る
。

現
状
の
課
題
と
し
て
、

家
庭
か
ら
出
る
燃
や
す
ご

み
の
う
ち
、
資
源
化
や
減

量
化
が
可
能
な
も
の
が
３

割
を
占
め
て
い
る
。

昨
年
６
月
に
実
施
し
た

市
民
ア
ン
ケ
ー
ト
回
答
者

の
約
半
数
が
、
ご
み
の
状

況
や
問
題
点
が
伝
わ
っ
て

こ
な
い
と
回
答
し
て
い

る
。更

な
る
ご
み
の
減
量

や
、
分
別
・
リ
サ
イ
ク
ル

に
関
す
る
情
報
発
信
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。

こ
の

年
間
の
基
本
計

10

画
の
達
成
状
況
と
課
題
、

令
和
８
年
度
か
ら
始
ま
る

次
期
計
画
に
つ
い
て
伺

う
。

市
民
部
長

事
業
系
ご
み

の
排
出
量
は
、
目
標
値
の

年
間
１
万
２
０
０
㌧
に
対

し
、
９
７
５
３
㌧
で
達
成

し
て
い
る
が
、
１
人
１
日

当
た
り
の
家
庭
系
ご
み
の

排
出
量
で
は
、
目
標
値
の

１
日
５
５
０
㌘
に
対
し
５

６
９
㌘
、
集
団
資
源
回
収

鶴
岡
市
議
会
３
月
定
例

会
は

日
閉
会
し
ま
し

25

た
。公

共
施
設
の
使
用
料
等

の
改
定

件
１
５
５
施
設

54

に
つ
い
て
の
条
例
改
正

と
、
佐
藤
聡
市
長
の
初
め

て
の
当
初
予
算
案
が
、
賛

成
多
数
で
可
決
さ
れ
ま
し

た
。日

本
共
産
党
市
議
団

は
、
使
用
料
値
上
げ
に
関

す
る
条
例
と
、
予
算
案
に

反
対
し
ま
し
た
。

会
派
間
で
争
点
に
な
っ

た
、
市
職
員
の
選
挙
関
与

に
関
す
る
請
願
や
、
辺
野

古
移
設
中
止
、
食
糧
法
見

直
し
中
止
の
請
願
は
、
反

対
多
数
で
不
採
択
と
な

り
、
武
器
輸
出
禁
止
を
求

め
る
意
見
書
案
は
否
決
さ

れ
ま
し
た
（
表
参
照
）
。

「
国
会
及
び
政
府
に
非
核

三
原
則
堅
持
を
求
め
る
意

見
書
」
は
、
菅
井
巌
議
員

と
草
島
進
一
議
員
が
提
出

し
、
全
会
一
致
で
可
決
さ

れ
ま
し
た
。

量
で
は
目
標
値
の
年
間
３

２
０
０
㌧
に
対
し
２
２
４

９
㌧
、
ご
み
の
資
源
化
率

で
は
目
標
値
の
年
間

・
13

２
％
に
対
し

・
９
％

10

で
、
こ
の
３
項
目
は
未
達

成
と
な
っ
て
お
り
、
令
和

７
年
度
も
達
成
は
見
込
め

な
い
状
況
だ
。

そ
の
主
な
要
因
と
し

て
、
人
口
減
少
が
進
む
一

方
、
世
帯
数
が
増
加
し
、

家
庭
で
共
用
す
る
生
活
用

品
や
チ
ラ
シ
、
食
品
ロ
ス

や
容
器
包
装
類
な
ど
の
割

合
が
増
え
、
１
人
当
た
り

の
ご
み
排
出
量
が
増
え
る

傾
向
に
あ
り
、
そ
の
影
響

が
出
て
い
る
。

集
団
資
源
回
収
量
の
減

少
は
、
デ
ジ
タ
ル
化
に
よ

る
紙
資
源
の
減
少
に
加

え
、
資
源
回
収
を
実
施
す

る
団
体
の
減
少
や
実
施
回

数
の
減
少
に
よ
る
。

主
な
課
題
と
し
て
、
家

庭
か
ら
出
る
ご
み
の
分
別

の
徹
底
や
、
食
品
ロ
ス
の

削
減
、
集
団
資
源
回
収
を

補
完
す
る
た
め
に
、
施
設

等
に
回
収
場
所
を
設
け
る

拠
点
回
収
の
拡
充
が
必
要

と
認
識
し
て
い
る
。

次
期
計
画
は
、
「
一
人

ひ
と
り
の
心
を
つ
な
い
で

つ
く
る
循
環
型
社
会
～
み

ん
な
で
進
め
る
３
Ｒ
～
」

を
基
本
目
標
に
、
４
つ
の

基
本
方
針
の
下
、
令
和
17

年
度
を
目
標
年
度
と
し
て

数
値
目
標
を
６
項
目
設
定

し
て
い
る
。

そ
の
中
で
、
１
人
１
日

当
た
り
の
家
庭
系
ご
み
の

排
出
量
を
、
令
和

年
度

17

ま
で
に
５
２
０
㌘
以
下
、

令
和
６
年
度
と
比
較
し
、

生
卵
１
個
分
相
当
の

グ
49

ラ
ム
の
削
減
を
重
点
目
標

に
掲
げ
、
各
種
施
策
に
取

り
組
ん
で
い
く
。

問

近
年
で
は
リ
チ
ウ
ム

イ
オ
ン
電
池
が
発
火
し
、

収
集
車
や
施
設
の
火
災
事

例
も
報
道
さ
れ
る
。

リ
チ
ウ
ム
イ
オ
ン
電
池

を
使
用
し
た
機
器
は
身
の

回
り
に
も
増
え
て
お
り
、

廃
棄
の
方
法
の
周
知
徹
底

が
重
要
だ
。

ご
み
の
減
量
と
目
標
達

成
に
向
け
て
、
市
民
へ
の

啓
発
は
ど
う
か
。

市
民
部
長

収
集
・
運
搬

・
焼
却
・
埋
立
て
ま
で
の

ご
み
処
理
全
般
に
要
す
る

経
費
は
、
令
和
６
年
度
で

約

億
２
０
０
万
円
、
市

15
民
１
人
当
た
り
約
１
万
３

０
０
０
円
と
な
っ
て
い

る
。ご

み
の
適
正
な
分
別
・

減
量
が
進
ま
な
い
と
、
ご

み
処
理
費
用
の
削
減
や
施

設
の
延
命
化
に
大
き
く
影

響
し
、
市
民
負
担
の
増
加

に
も
つ
な
が
る
。

ご
み
の
状
況
や
問
題
点

が
伝
わ
っ
て
こ
な
い
と
い

う
意
見
が
多
か
っ
た
こ
と

を
重
く
受
け
止
め
、
よ
り

効
果
的
な
情
報
発
信
と
、

市
民
の
目
に
留
ま
る
よ
う

工
夫
し
て
い
く
。


